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１．須崎市公共下水道施設等運営事業の概要

事 業 対 象 施 設 と 業 務 内 容 事 業 方 式

公共下水道

経営に関する業務 企画運営、下水道関連計画策定等 コンセッション

汚水管きょ 企画運営、維持管理（⼩修繕含む） 〃

終末処理場 運転維持管理 → 企画運営 （小修繕含む） 包括委託 → コンセッション

雨水ポンプ場 保守点検 仕様発注による維持管理委託

雨水管きょ 維持管理（⼩修繕含む） 〃

漁業集落排⽔

処理施設

浄化槽 維持管理（⼩修繕含む） ※管きょは対象外 包括的維持管理委託

中継ポンプ場 維持管理（⼩修繕含む） 〃

クリーンセンター等 運転維持管理 〃

運営事業者（ＳＰＣ） 株式会社クリンパートナーズ須崎 代表取締役社⻑ 若林 秀幸

構 成 企 業

株式会社ＮＪＳ（※代表企業）

株式会社四国ポンプセンター

⽇⽴造船中国⼯事株式会社

株式会社⺠間資⾦等活用事業推進機構

株式会社四国銀⾏

総 事 業 費 26億9800万円（事業期間 令和2年4月1⽇〜令和21年9月30日・19.5年間）

Ｖ Ｆ Ｍ 約7.6%（19.5年で、約2億2300万円の市負担額削減効果）

事業期間︓令和2年4月1⽇〜令和21年9月30日
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須崎市終末処理場
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２．本事業の業務内容

（1）公共施設等運営事業にかかる業務

①経営に関する業務
・下⽔道事業計画策定関連業務（⽣活排⽔処理構想改定、全体計画変更、事業計画変更）
・ストックマネジメント計画関連業務（下水道施設にかかるストックマネジメント計画策定等）
・会計関連業務（企業会計移⾏⽀援、経営戦略策定、下水道料⾦改定検討）
・事務支援業務（予算関連業務、調査資料作成支援）

②下水道管渠（汚水）に関する
企画調整、維持管理業務
・計画的維持管理業務、修繕
・管路ストックマネジメント計画関連業務

業 務 内 容
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２．本事業の業務内容

（1）公共施設等運営事業にかかる業務

③終末処理場に関する企画調整、運転維持管理業務（※令和6年度以降を予定）
・リスク管理、地域貢献
・終末処理場設備機器の運転操作及び記録
・⽔処理設備の保守運転及び、定期点検整備、記録、修繕
・⽔質等の監視及び、終末処理場の維持管理に必要な⽔質試験業務及び記録
・終末処理場の運転用薬品、消耗品、油脂類等の管理および調達
・終末処理場の設備修繕（設備修繕計画に従い限度額を定めて⾏うもの）
・法定水質分析

④運営事業計画書の作成

業 務 内 容
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２．本事業の業務内容

（2）仕様発注による保守点検及び、維持管理委託業務
①雨水ポンプ場保守点検業務

・ポンプ場施設の設備機器の点検、軽微な補修や塗装及び、記録
・設備・装置及び機器等の油脂類及び消耗品の管理及び調達

②下⽔道管渠（⾬⽔）の維持管理業務
・維持管理計画策定業務
・計画的維持管理業務（巡視・点検、清掃修繕）

（3）包括的維持管理委託業務
①漁業集落排⽔処理施設の維持管理業務

・浄化槽の維持管理、薬剤投⼊、臨時点検、修繕
・中継ポンプ場の維持管理、臨時点検

②クリーンセンター等の運転管理業務
・クリーンセンター横浪︓再資源化処理施設（運転管理等業務、受付業務）
・須崎市一般廃棄物最終処分場︓埋⽴処分場、浸出⽔処理施設（運転管理等業務、受付業務）

③終末処理場の運転管理業務（※事業開始〜令和5年度を予定）
・終末処理場設備機器の運転操作及び記録
・水処理設備の保守運転及び、定期点検整備、記録、修繕
・水質等の監視及び、終末処理場の維持管理に必要な⽔質試験業務及び、記録
・終末処理場の運転用薬品、消耗品、油脂類等の管理および調達
・終末処理場の設備修繕（設備修繕計画に従い、限度額内で実施）
・法定水質分析

業 務 内 容
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３．本事業の特徴と狙い

（1）本事業の特徴
①⺠間事業者の収⼊が、下⽔道料⾦とサービス対価に
より構成される混合型コンセッション事業

⇒ サービス対価（委託費）を支出する事業形
態のため、運営権対価は￥０円である。

②公共下水道事業（汚水）と関連するインフラ維持管
理業務を組み合わせたバンドリング型事業

③従来の運営事業とは異なり、施設や設備の改築更新
事業（ハード事業）は、実施しない。

④過疎地域の小規模自治体が取組み、下⽔道事業を⻑
期に担保していくモデル的な事業

⑤国内で初めて、供用している全ての汚水管渠に運営
権を設定した公共施設等運営事業

（2）事業化の狙い
①コンセッション事業は、経営⽬標を達成するため⺠間事業者⾃らが、業務の企画調整を⾏うこ
とができるため、そのノウハウを最大限に発揮し、公共のみではできなかった手法も駆使し、
官⺠一体となって、本市の公共下水道事業の経営改善を図る。

②下⽔道事業と関連する周辺事業を組合わせることにより、各施設の運転管理を効率的に実施。
③事業開始に伴いＳＰＣと連携しながら、今まで十分にできていなかった業務についても実施で
きるようになることから、市⺠サービスの向上に寄与することができる。

事業の特徴と事業化の狙い
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３．本事業の特徴と狙い

（2）事業化の狙い
④管渠の効率的な維持管理⼿法を確⽴させ、将来的には管理⼿法の全国展開を図る。

⇒ 汚⽔管渠の点検に付随する、効率的な不明⽔対策の実施
⇒ 道路陥没や閉塞リスクの⾼い箇所を抽出し、重点的な管理点検の実施
⇒ 効率的な点検・管理を⾏うために、ＡＩやＩｏＴ等、積極的な新技術の導⼊。

⑤⻑期契約となるため、多様なインフラ管理を⻑期的に担う地域企業・地元の⼈材育成。
⑥下水道資産の活用による、多様な新しい収益の確保

⇒ 下水道管渠内空間の研究活用、 終末処理場の命名権売却等
⑦任意事業による、⺠間事業者主導の地域活性化等にも期待。

⇒ 「生物膜ろ過併用DHSろ床法」の広報と、国内外からの視察⾒学者誘致等
⑧地方公共団体が所管するインフラ管理の広域化・共同化推進の観点から⾒ると、本事業は関連業務
のバンドリングによる共同化のひとつの事例となる。
本事業では、本市が他の地⽅公共団体のインフラ管理を地方自治法に規定のある事務委託等として
受託した場合、ＳＰＣがそれを担うことができる契約内容としているので、インフラ管理の広域化
にも寄与できる事業スキームとなっている。

事業の特徴と事業化の狙い
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４．本事業のモニタリング

➢ モニタリング基本計画書、モニタリング実施計画書及び、市とＳＰＣの協議
により作成した「チェックリスト」をもとに実施（※市ＨＰで公開）。

➢ チェックリストの項⽬は、毎⽉・四半期に１回・年１回及び、適宜実施する
もの〔全92項目〕に分類し、ＰＤＣＡサイクルにより随時更新。

➢ 毎⽉１回「モニタリング定例会」を実施し、ＳＰＣが⾏ったセルフモニタリ
ング結果を、ＳＰＣと市で確認している。

➢ モニタリング定例会には、ＳＰＣと市から事業対象施設を所管する、建設課
・環境保全課・農林⽔産課の計４者が出席。

➢ モニタリング定例会「会議資料」と「議事録」は、市ＨＰで全て公開。

モニタリング手法



■モニタリングチェックリスト

1. 経営に関する業務

結果 承諾

1次 2次 適合
セルフモニタリング

確認内容等
評価の根拠 書類 会議 現地 適合 6月

1-1 実施体制
各業務における

実施体制の確保

事業期間を通じて経営に係る業務、維持管理に係る業

務を効率的に実施し、持続可能な事業運営が可能とな

る体制を整える。

・ 各業務責任者の役割分担が明確となっていると共に、

適切なリスクの分担が図る。

・ 各業務の遂⾏に適した能⼒及び経験を有する者が当

該業務を実施する。

・ 業務全体の効果的な遂⾏を管理する体制及び⽅法

が明確となっており、確実かつ機能的な実施体制となって

いる。

□ 各業務責任者の役割分担、リスク分担は明確

か

□ 適任者(有資格者)が当該業務に従事してい

るか

□ 確実かつ機能的な実施体制となっているか

□ 実施体制に起因する要求水準未達は無い

⽉次業務報告書(⾒直し

時)

年度事業報告書

⾒直し時・

毎年

企画管理部⻑

調査計画部⻑

施設管理部⻑

代表取締役

単年度事業計画に記載の

業務執⾏体制、有資格者

名簿

1-2 経営必達目標 経費回収率の改善

平成30年度末の経費回収率を基準に原則として、5ヵ年

毎（初年期は4ヵ年毎）に（令和2~5年度、令和

6~10年度、令和11~15年度、令和16~20年度）

前期の期間平均を上回ること。

その結果として、平成30年度末の経費回収率が24.5％

であったものを令和20年度に30％以上とすることを⽬標と

する。

□ 毎年度末に経費回収率の改善状況は確認し

ているか

□ 5ヵ年毎の経費回収率は前期を上回っているか

□ 最終⽬標の達成⾒込みについては確認してい

るか

経費回収率計算報告書 毎年度 企画管理部⻑ 代表取締役 要求水準書

1-3 第三者への委託 委託等に関する事項

事業者は、事前に市に通知した上で、第三者に委託し又

は請け負わせることができる。その際、再委託届により、再

委託先の名称、再委託の種類、⾦額、期間及び範囲に

ついて届け出なければならない。

☑ 対象業務を市に通知したか

☑ 再委託届を遅滞なく市に提出したか
委託･請負事前通知書

事業開始日ま

で、その後発生

月

企画管理部 企画管理部⻑ ○
ストックマネジメント計画の発

注経緯
要求水準書

1-4 第三者への委託 委託等に関する事項

有効な競争入札参加資格の認定を受けている須崎市内

に本店を有する事業者の優先的な活用に配慮するよう、

毎年度、その活⽤⽬標を設定すること等により、必要な措

置を⾏う。

□ 活用目標を設定すること等により必要な措置を

講じているか
年度事業報告書 毎年度 企画管理部 企画管理部⻑

単年度事業計画書に記載

の当該年度⽬標

：6月度の確認項目

確認者

確認方法

備考

市によるモニタリング

着 色 項 目

頻度

確認者 運営権者による評価

書類No 項目 細目 要求水準 チェック項目

11

４．本事業のモニタリング

市HPで公表している部分

セルフモニタリングでチェック

市のモニタリングでチェック
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５．事業開始までのスケジュール

年 月 日 内 容

平成29年12月16日 市議会12⽉定例会にて「須崎市公共下⽔道施設の公共施設等運営権に係る実施⽅針に関する条例」を議決

平成29年12月26日 須崎市公共下水道施設等運営事業にかかる「実施⽅針の策定の⾒通し」を公表

平成30年 2月16日 実施方針等の公表

平成30年 2月16⽇〜27日 実施方針等に関する質問・意⾒の受付

平成30年 3月23日 市議会3⽉定例会にて「須崎市公共下⽔道施設等運営事業にかかる債務負担⾏為（20年間）」を議決

平成30年 3月30日 実施方針に関する質問回答の公表

平成30年 8月15日

特定事業の選定・公表

募集要項等（要求水準書案、優先交渉権者選定基準、基本協定書案、実施契約書案等）の公表

平成30年 8月16⽇〜8月22日 現地説明会及び現地⾒学会への申込み受付

平成30年 8月27日 現地説明会及び現地⾒学会の開催

平成30年 8月27⽇〜8月30日 募集要項等に関する質問の受付

平成30年 9月13日 募集要項等に関する質問回答の公表

平成30年 9月14⽇〜9月21日 参加表明書及び、参加資格確認申請書の受付

平成30年10月 5日 第1回競争的対話の実施

平成30年10月29日 第2回競争的対話の実施
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年 月 日 内 容

平成30年12月17日 事業提案書の受付

平成31年 1月31日 優先交渉権者の選定

平成31年 2月 8日 優先交渉権者の公表

平成31年 3月28日 基本協定締結

令和元年 6月24日 市議会6月定例会にて「須崎市公共下⽔道施設等運営事業にかかる債務負担⾏為（19.5年間）」を再議決

令和元年11月20日 仮契約締結

令和元年12月19日 市議会12⽉定例会にて、公共施設等運営権設定議案を議決

令和 2年 4月 1日 事業開始

５．事業開始までのスケジュール
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１．須崎市下⽔道経営戦略策定（8/1公表HP）

運営事業︓経営に関する業務

５．本事業の実施状況について

運営権を設定して⾏う
「経営に関する業務」
の一つとして今回策定
されました。
内容として、4つの基
本目標【①面整備収益
増加、②リスク投資バ
ランス⽼朽化対策、③
安定的な事業継続企業
経営、④官⺠⼀体事業
運営体制】を掲げて、
投資計画と財政計画が
均衡するよう策定して
おります。
資産管理、⼈⼝減少予
測など⾏政側と運営事
業者と情報共有して策
定しました。
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１．須崎市下⽔道経営戦略策定（8/1公表HP）

５．本事業の実施状況について

運営事業︓経営に関する業務

運営権を設定して⾏う
「経営に関する業務」
の一つとして今回策定
されました。
内容として、4つの基
本目標【①面整備収益
増加、②リスク投資バ
ランス⽼朽化対策、③
安定的な事業継続企業
経営、④官⺠⼀体事業
運営体制】を掲げて、
投資計画と財政計画が
均衡するよう策定して
おります。
資産管理、⼈⼝減少予
測など⾏政側と運営事
業者と情報共有して策
定しました。
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2．調査資料等作成事務⽀援業務

・令和2年度調査資料作成業務（アンケート等含む)＝約100件

運営権事業者（CPS）と協同回答件数＝約40件

※実績データ等の共有化により今後は増加傾向となることを想定しています。
※今後予定をしている企業会計移⾏⽀援業務などとの関連性においても事務作業の効率化
を進めていきます。

経営に関する効果

５．本事業の実施状況について
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3．ストックマネジメント計画策定支援業務

・終末処理場及び⾬⽔ポンプ場
財政的な観点から改築が進んでいない既存の⻑寿命化計画を再点検するとともに対象とな
る処理場施設、⾬⽔ポンプ場施設の機能⾯、能⼒⾯、コスト⾯から処理に及ぼす影響度を
評価し、耐用年数を基にした健全度予測から算定される不具合発⽣率と合わせてリスク評
価を実施しました。

・汚水管渠及び雨水管渠
平成29年度に全管渠のTVカメラ調査を実施し、この調査結果をもとに、汚水管渠の機能
⾯（幹線、防災等重要路線等）、社会的影響度（河川横断管、緊急輸送路の埋設管等）等
を評価し、耐用年数を基にした健全度予測から算定される不具合発⽣確率と合わせリスク
評価を実施しました。
⾬⽔管渠の調査は現在⾏われていませんが今年度実施の予定。
以上のリスク分析を⾏い、⻑期的な視点から適正な財政負担となるように、必要かつ実施
可能な改築、更新計画、調査、点検計画を⽴案しました。

※終末処理場運転維持管理（包括委託）、⾬⽔ポンプ場保守点検（仕様発注）、汚⽔管きょ
（運営権設定）、雨水管きょ（仕様発注）の全てにおいて同一事業者（CPS）であるため
施設状況を網羅しており、施設保有者である⾃治体職員の異動等による情報不⾜を
補い、提案も含め実情に即した効果的な計画として策定することができました。

経営に関する効果

５．本事業の実施状況について
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1．処理場の⾒学等の対応 【令和2年度 全7件】

・水道産業新聞様 令和2年4月9日（木）
・NJS社外取締役様 令和2年10月29日（木）
・国⽴環境研究所様 令和2年11月25日（水）
・四万十市様 令和2年11月25日（水）
・東京⼤学⼤学院加藤特任准教授様令和2年11月26日（木）
・国⼟交通省下水道企画課様 令和2年7月28日 (火）
・京都大学大下准教授様 令和3年3月15日 (月）

※（株）クリンパートナーズ須崎（CPS）と須崎市担当課との
協同作業で汚⽔処理に係る施設効果を説明しています。

※ 須崎市としては、⾒学依頼者さまから下⽔道事業に係る
方々からの情報交換の場として担当者の技術向上のため
の貴重な時間となっています。

情報発信・事業啓発に関する効果

※写真提供（株）クリンパートナーズ須崎

５．本事業の実施状況について
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２．研究機関からの下⽔（⽣活排⽔）処理⽔サンプル採取の対応 【令和3年度 １件】

国⽴研究開発法⼈国⽴環境研究所 珠坪地域環境保全副領域⻑様から、⼩規模下⽔（⽣活排
⽔）処理設備の運用状況の調査（⽔質、エネルギー、余剰汚泥）の中で、省エネルギー性能
に優れるDHS法処理⽔の提供依頼を受託しました。
【高知工業高等専門学校 ⼭崎教授様のご協⼒あり】

※実施⽅法︓隔週（毎週）4試料送付・毎⽉８試料送付・年4回DHS各段の⽔資料を現地サンプ
リングと水質分析を予定しています。

５．本事業の実施状況について

情報発信・事業啓発に関する効果
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３．下⽔道事業の普及啓発（社会科⾒学）（汚⽔処理場）【令和2年度 1件】浦ノ内小学校4年⽣ 16人

５．本事業の実施状況について

情報発信・事業啓発に関する効果
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３．下⽔道事業の普及啓発（社会科⾒学）（雨水ポンプ場）【令和2年度 1件】浦ノ内小学校4年⽣ 16人

※汚⽔処理施設である終末処理場⾒学後、同敷地内にある終末処理場内ポンプ場（⾬⽔）を
引き続き⾒学しています。

５．本事業の実施状況について

情報発信・事業啓発に関する効果



22

４．管理棟の防災拠点化

津波等の被災時に防災拠点に供給する「防災資材」を管理棟に備蓄します。終末処理場
管理棟は、被災時に⼀次避難場所となる⾼知⾃動⾞道から最も近距離にある公共施設で、
レベル１津波（頻度⾼）では1階部分は浸⽔しますが⼆階以上は浸⽔から免れる⾒込み
です。

任意事業における地域貢献

須 崎 港

須崎市終末処理場

須崎市終末処理場

５．本事業の実施状況について

高知自動車道・国道56号線須崎道路
5.7ｍ

２F

1F

管理棟
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４．管理棟の防災拠点化

※中央監視室内の未利用区間を有効活用することで対応を考えています。

※担当課である須崎市地震・防災課と協議中であり、3日間を想定しました
「⾷料品・⽔・⽑布・簡易トイレ・その他必要品」を約20〜30人分として
本年度実施予定としています。その後、5年ごとに備蓄を更新していく予定です。

５．本事業の実施状況について

任意事業における地域貢献
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５．周辺地域への社会貢献

下水道事業における地域貢献

高知県内で公共施設の維持
管理業務を多くこなしてい
る地域企業の（株）四国ポ
ンプセンター様、ならびに
地⽅銀⾏である四国銀⾏様
を構成企業（5社中の２社）
に含み、地域経済活性化に
貢献しています。

公共施設運営の当事者意識
を持ちながら複数種類のイ
ンフラ管理ノウハウを保有
する「⻑期にわたり地域イ
ンフラを支えうる人材」を
育成します。

ＨＰにおいて、経営改善の
取り組みや管理対象インフ
ラに関係する話題の提供に
努め、市⺠理解、⽔環境保
全に関する意識啓発を図り
ます。

５．本事業の実施状況について

※（株）クリンパートナーズ須崎ホームページより抜粋
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６．未接続地域への接続検討
※「収益増加」のため、⾯整備・⽔洗化率の向上に資する地区の調査を開始しました。
※ 現汚⽔処理⽅法（合併浄化槽・単独浄化槽）の特定及び各宅内雑排⽔の下⽔道接続時切替

費用の算定を開始。「単独浄化槽約９０基」「合併浄化槽約６０基」「不明約４０基」
※浄化槽排出先の各宅内配管位置の特定︓地区内排⽔設備業者に協⼒を依頼しました。
※地域特性を把握している⾏政と運営事業者の調査実施計画の融合ができました。

出来た

附帯事業に関する有効性の調査

５．本事業の実施状況について
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６．未接続地域への接続検討
【今後の対応】
・接続ルート2案の検討。（左記写真による）
・過去、宅地開発者が⼤型浄化槽（コミプラ）
で対応しようとしていたが不具合により廃⽌
となったが、その時繋いでいた汚水管渠が浄
化槽と繋がっているため、管渠布設投資はい
らないが、昭和50年代の開発宅地となっている
ため、⽼朽化対策としての検討は必要となる。

・計画期間は6年ほど要する予定だが、供用開始
区域内人口の自然減経過に伴い、当区域接続で
のメリットを実現できるよう取り組んでいきます。。。

附帯事業に関する有効性の調査

５．本事業の実施状況について

集合宅地入口（高台）

汚水流出管（集合管）

須崎市終末処理場

集合宅地（高台）

Ｐ

集合住宅（高台）

供用開始処理区域
45ha
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７．雨水ポンプ場保守点検委託について

O＆M業務のバンドリング効果（仕様発注）

※資料提供（株）クリンパートナーズ須崎

５．本事業の実施状況について

混合型コンセッション事業のひとつとして、従来
手法なら仕様発注に基づき「公共下水道雨水ポン
プ場保守点検」を個別委託をしていましたが、
O＆M業務のバンドリング効果として、①「効率
化」、②「多様なインフラ管理を⻑期的に担う地
域企業・⼈材の育成」、③「リスク対応⼒向上」
の観点から仕様書内容についてヒアリングを実施
しました。
事業者の方からは、特に ③「リスク対応⼒向

上」について協議の依頼を受けました。
その結果、仕様書にある「臨機の措置」につい

ては、⾏政側の現状説明（運転管理が直営である
こと。人員体制が脆弱であること。）を説明した
うえで、事業者側として緊急事態及び非常事態の
定義を明確にし、配備レベル及び指揮命令系統に
具体性を持たせることの確認合意が出来ました。
なお、包括委託の終末処理場（運転管理）、ま

た、運営権設定の汚水管渠（企画運営・維持管
理）の「⾮常時の体制」についての整合性も確認
しあうことが出来たため、バンドリング効果とし
て相乗性を実感しました。
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8．すさき家パートナー会議（モニタリング定例会）

モニタリングチェックリスト

５．本事業の実施状況について

毎月1回、運営事業者（CPS）と市（各担当課）
と定例会を開催し、各⽉々の業務報告及び
チェックリストを提出して頂き、業務内容確認
及び意⾒交換を実施しています。

チェックリストの項目は、①毎月1回、②四半期
に1回、③年1回、④適宜実施の全92項目の分類
をしてPDCAサイクルによる随時更新をしていま
す。

毎⽉の業務成果（運転⽇報・管理データ）を翌
月中旬に提出後、同月下旬において、モニタリ
ング定例会を開催しています。
運営事業者（CPS）がセルフモニタリング
チェックした後、市担当課の「建設課」「環境
保全課」「農林⽔産課」でモニタリングチェッ
クを実施しています。

なお、会議資料及び議事録については、市の
ホームページにおいて公開しております。

■モニタリングチェックリスト

1. 経営に関する業務

結果 承諾

1次 2次 適合
セルフモニタリング

確認内容等
評価の根拠 書類 会議 現地 適合 6月

1-1 実施体制
各業務における

実施体制の確保

事業期間を通じて経営に係る業務、維持管理に係る業

務を効率的に実施し、持続可能な事業運営が可能とな

る体制を整える。

・ 各業務責任者の役割分担が明確となっていると共に、

適切なリスクの分担が図る。

・ 各業務の遂⾏に適した能⼒及び経験を有する者が当

該業務を実施する。

・ 業務全体の効果的な遂⾏を管理する体制及び⽅法

が明確となっており、確実かつ機能的な実施体制となって

いる。

□ 各業務責任者の役割分担、リスク分担は明確

か

□ 適任者(有資格者)が当該業務に従事してい

るか

□ 確実かつ機能的な実施体制となっているか

□ 実施体制に起因する要求水準未達は無い

⽉次業務報告書(⾒直し

時)

年度事業報告書

⾒直し時・

毎年

企画管理部⻑

調査計画部⻑

施設管理部⻑

代表取締役

単年度事業計画に記載の

業務執⾏体制、有資格者

名簿

1-2 経営必達目標 経費回収率の改善

平成30年度末の経費回収率を基準に原則として、5ヵ年

毎（初年期は4ヵ年毎）に（令和2~5年度、令和

6~10年度、令和11~15年度、令和16~20年度）

前期の期間平均を上回ること。

その結果として、平成30年度末の経費回収率が24.5％

であったものを令和20年度に30％以上とすることを⽬標と

する。

□ 毎年度末に経費回収率の改善状況は確認し

ているか

□ 5ヵ年毎の経費回収率は前期を上回っているか

□ 最終⽬標の達成⾒込みについては確認してい

るか

経費回収率計算報告書 毎年度 企画管理部⻑ 代表取締役 要求水準書

1-3 第三者への委託 委託等に関する事項

事業者は、事前に市に通知した上で、第三者に委託し又

は請け負わせることができる。その際、再委託届により、再

委託先の名称、再委託の種類、⾦額、期間及び範囲に

ついて届け出なければならない。

☑ 対象業務を市に通知したか

☑ 再委託届を遅滞なく市に提出したか
委託･請負事前通知書

事業開始日ま

で、その後発生

月

企画管理部 企画管理部⻑ ○
ストックマネジメント計画の発

注経緯
要求水準書

1-4 第三者への委託 委託等に関する事項

有効な競争入札参加資格の認定を受けている須崎市内

に本店を有する事業者の優先的な活用に配慮するよう、

毎年度、その活⽤⽬標を設定すること等により、必要な措

置を⾏う。

□ 活用目標を設定すること等により必要な措置を

講じているか
年度事業報告書 毎年度 企画管理部 企画管理部⻑

単年度事業計画書に記載

の当該年度⽬標

：6月度の確認項目

確認者

確認方法

備考

市によるモニタリング

着 色 項 目

頻度

確認者 運営権者による評価

書類No 項目 細目 要求水準 チェック項目

市HPで公表してい
る部分 セルフモニタリング

でチェック 市のモニタリング
でチェック

※「すさき家パートナー会議」の名称は、モニ
タリング会議が親しみやすく、また、出席
者が連携して会議が進⾏していくようにと
提案され名付けられたものです。
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９．汚⽔管渠の企画運営、維持管理（⼩修繕含む）業務

運営権設定業務に関する効果

５．本事業の実施状況について

事業開始当初から運営権が設定される汚水管渠
は、H29資産評価で現状把握が完了しており、
供用開始から約25年が経過している汚⽔管渠が、
意外に良好な状態であることから、当⾯は、⼩
修繕と不明⽔対策を中⼼に維持管理運営をして
おります。

【Ⓐ管渠用点検カメラ】

【Ⓑマンホール用点検カメラ】

【Ⓐ・Ⓑ共にスマートフォン対応】

Ⓐ Ⓑ Ⓑ

Ⓐ
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９．汚⽔管渠の企画運営、維持管理（⼩修繕含む）業務

運営権設定業務に関する効果

５．本事業の実施状況について

H29資産評価で提案された①道路陥没リスク、
②閉鎖リスクの点検を実施しました。また、道
路陥没リスクの⾼いとされる路線の中から、優
先度の⾼い路線を抜粋し、TVカメラ調査を実施
しました。（点検約１ｋｍ・調査約0.5ｋｍ・マ
ンホール点検約60個）
また、令和2年度の管渠維持管理の業務指標は、
全項目で目標値を満足していました。
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９．⾬⽔管渠の維持管理（⼩修繕含む）業務

仕様発注業務に関する効果

５．本事業の実施状況について

令和2年度は、半年間の業務期間のため、対象管渠
12ｋｍの内半数の約6ｋｍを対象として、圧⼒マン
ホールは巡視、その他のマンホール内部の点検を⾏
いました。
また、小口径管渠の内ストックマネジメント計画に
おいて、調査を⾏っていない路線についてTVカメラ
調査を実施しました。
今後は、リスク箇所重点管理に「閉鎖性空間ドロー
ン」の活用も視野に入れていく予定です。

【閉鎖性空間ドローン】
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６．これからの課題

➢ ⻑期契約のため、市側では下⽔道に関するノウハウが失われることが危惧される。また、
（株）クリンパートナーズ須崎側では、複数の施設を運転管理していることから、官⺠双⽅
で人材を育てることが、事業の持続性を確保するため重要となる。

➢ すさき家パートナー会議（モニタリング定例会）を通じて、関係各課では、情報共有でき
る場として貴重な機会となっている。今後も、報告確認項⽬でポイントを突いた定例会に
なるよう、ＰＤＣＡを回していきたい。

➢ 事業開始から1年と少しを過ぎても、庁内の各課や担当者で本事業に関し認識の相違がみら
れるので、今後も機会を⾒てすり合わせを図りたい。

➢ 事業開始当初に想定していた業務内容に関し、官⺠で協議した結果、新たに必要とされる
業務や、当初想定していたが優先度が低い業務が明らかになりつつある。
そのため、最終的には要求⽔準書の変更を視野に業務内容の協議を継続している。

➢ 事業の⽴上げを優先していたこともあり、事業提案時に提案いただいた附帯事業・任意事
業に関する協議が殆ど実施できていない状況ではあったが、徐々にではあるが現在、附帯
事業・任意事業に関する協議を進めている。
さらなる運営事業者との意⾒交換を積極的に推し進める必要がある。



ご清聴、ありがとうございました。


